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徹底検証:野党政策に潜む｢3 つの死角｣ 中道連合と左派勢力の政策リスク
高市政権の誕生に伴い、立寮民主党と公明党が合流し｢ 中道改革連合( 略称: 中道)｣ を結成したが、その政策は｢野合｣による矛盾や財政的
裏付けの欠如が指摘されている。共産党やれいわ新選組のラディカルな提案も含め、野党勢力全体の政策整合性と実現リスクを分析するＯ
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原発再稼働

終了後の
反動滅税リスク

財源不透明・
選挙目当で

実効性に欠ける
｢食料品消費税ゼロ｣の時限措置
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組 織 運 営 の 無 責 任 な
｢二 頭 政 治｣ 体 制

代表・幹事長・政調会長が各2名ずつの
異常な体制で、迅連な意思決定が図鑑
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実現可能性の低さを示す
｢政策整合性スコア｣の低迷
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政党名 評価スコア
(10点満点) 主な批判点

中道政筆連合
(立齏ﾍﾞｰｽ) 5.55 辺野古･原発等の重要議題での

方針不一数､財源の不透明さ

圜 4.25 市場経済を無視した急進的な
議税獲化､甬銜政策の外現実性

圜 5.25 ﾊｲ ﾊﾟｰｲﾝﾌﾚ を指るかねない
無制限な国恨発行への依存

イン フ レを 助 長 する　　　　　　｢ 身 を 切 る 改 革｣ の 不 在 と
｢無 責 任 な 財 政 拡 大｣ の リス ク　　　　　 既 得 権 益 へ の 配 慮

消費税庇止や過度な現金給付、国慍増発は、急　 公定価格の獪引な引き上げや内部留保課税
激な円安とインフレを招き生活を国霸させる恐れ　 など、民間経済の活力を削ぐ規別強化に偏重



序論 :2026 年、政治地図の不可逆的な変容

高市 政 権 の 確 立

史上初の女性総理誕生と、わずか2週間での］｡6 , 000人
超の党員増は、従来の永田町の論理（派閥政治）の
崩壊を意味する。SNS を通じた直接的な支持基盤は。
「メディアのフィルター」を無効化した。

「拒否権」の消滅

公明党の連立離脱により、長年構造改革のブレーキと
なっていた「拒否権」が解消。日本維新の会との連立
により、憲法改正と規制改革へのアクセルが踏まれたＯ

財政ポピュリスム
(れいわ・共産)
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旧リベラル
(立憲・公明)
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排外主義右派
(参政・保守)

野党は「反自民」で結束できず、政策的整合性を欠いたまま、
それぞれのイデオロギーの殼に閉じこもっている。
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経済リスク①：「消費税廃止」という甘い罠と財政の崖
年間20～30兆円の恒久財源なき減税が招く「国家の信認」崩壊

野党の主張（れいわ・共産・参政）：
「消費税の即時廃止」または「一律5％への減税」。イン
ボイス廃止。

「みらい研」の分析(Rea1ity Check):
1．財源の不在：消費税収（約23 兆円）の穴埋めに対し、
野党は「国債発行」や『富裕層課税』を主張するが、
市場規模を無視した楽観論に過ぎないo

2．金利急騰リスク：恒久的な赤字国債の発行は、国債
格下げと長期金利のスパイク（2．2％超）を招き、住
宅ローン金利や企業借入コストを直撃する。 ハイパーインフレ/ 財政破綻

萵‘阿政椎

－　　一
野党連合
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市場からの警鐘：金利上昇と「トリプル安」の恐怖
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解散観測/ 野党躍進懸念
＼、

2025

2。2％( 一時)

危険水域

2026

・ 市場の反応：解散観測以降、長期金利は17 年半ぶりに1.8 %台、一時2．2％台へ上昇。市場は「放漫
財政」のリスクを織り込み始めている。

・野党の誤謬(MMT の濫用）：「自国通貨建てだから破綻しない」というれいわ新選組等の主張に対
し、現実のマーケットは債券安・円安・株安の「トリプル安」で警告を発している。

・リスクシナリオ：英国「トラス・ショック」の再来。財源の裏付けのない大型減税は、通貨の信認を
毀損し、輸入物価のさらなる高騰（生活苦）を招く。

『マーケットの警鐘…特に超長期債は史上最高（の利回り）」
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経済リスク②：「内部留保課税」が招く産業空洞化
賃上げ原資を奪う「二重課税」の愚
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野党の主張（共産・社民・立憲）：
・大企業の内部留保（約600兆円）への課税で、賃上げ財
源や中小企業支援を賄う。

1。二重課税：内部留保は既に法人税を支払った後の「税引
後利益亅 であり、課税は法的に極めて疑義がある。

2．産業空洞化：懲罰的な課税は、企業のアジア諸国への移
転を加速させ、国内の『雇用』と「投資亅 を喪失させ
る。

{ 豆D 国内投資促進（AI・量子・RapidUS) ｡ 企業の稼ぐ力を高めヽ 持続的な賃上げを誘導．

〉 野 党!tjL 。企業の「ストック」を食い潰す一時的な分配。将来の成長の芽を摘む。



煮造リスク：中道改革連合 （ＣＲＡ）
dll　 一般社団法人日本みらい研
'喝●I Ge叩oliticallntelligence IReportI

＝｢ シ ル バ ー 民 主 主 義｣ の 延 命

「生活者ファースト」の正体：野田代表らが掲げる
「中道」は、実質的に公明党を取り込んだ「バラ
マキ」と「現状維持」の合体である。

改革の放棄：
・ エネルギー：
「原発ゼロ」
決着）。

原発再稼働に慎重姿勢（立憲の
と国民の「再稼働」の矛盾を玉虫色

・社会保障：高齢者の負担増（医療費適正化）に
踏み込めず、現役世代の社会保険料負担軽減の
具体策が欠落。

Critica1 AnalysiS : 自民党から離脱した公明党と組むことで、かつての「決められない政
治」への回帰が確定した。彼らが守るのは「国民」ではなく「既得権益」である。
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社会リスク：「排外主義」と労働力崩壊のジレンマ
野党右派の主張（参政・

外国人材
NO ENTRY

保守）：「移民反対」

労働力不足
に abO ｢ shortage)

2030
1崩壊

「外国人労働者の総量規制」「再エネ即時停止」。

現実との乖離：
１．労働力不足:2030 年代の深刻な人手不足に対し、「日本人だけで回す」という精神論のみで、AI活用や
外国人材の現実的な活用策（高市政権の特定技能厳格化など）を全否定。

2．エネルギー鎖国：「再エネ全否定」は、グローバルサプライチェーン（脱炭素要請）からの日本企業の
排除を意味する。

百田代表・神谷代表の発言検証：
「移民によって日本が変容する」という懸念は理解できるが、代替案としての「減税による経済成長」
だけでは、物理的な労働力不足（介護・建設・物流）は解決しない。



安全保障リスク：「空想的平和主義」の代償
トランプ・習近平時代における「外交のみ」という幻想

左派野党のスタンス（共産・れいわ・社民）：
・安保法制の廃止、大軍拡反対。
・対米従属批判（トランプ大統領の「力の支配」への批判）。
・対中認識の甘さ（「対話をあおるな」という及び腰）。

地政学的リスク：インド太平洋（FOIP ）における「力の真
空」は、中国による台湾・尖閣への野心を誘発する。

中国

高市政権(Btue)

「力による抑止」と「外交」の両輪。
防衛費GDP 比2％維持、能動的サイバー防御、
日米同盟強化ｏ

台湾

ｊ'‾

日本

平和ボケ
peace Sen  ility)

野党（Red ）

抑止力を否定し、国際秩序の変更を試みる専制
国家に対して無防備な状態を哂すｏ



ｅ 昌 懸愬欝び
データ検証：政策整合性と実行可能性スコア(RIF 、j調べ）
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自由民主党　日本維新の会　立靂民主党

高スコア（自民・維新）：

低スコア（共産・立憲）：

国民民主党

政党

日本共産党

財源、成長戦略、安全保障の整合性が取れている。

れいわ新選組 参政党 無所臓

「提案の政治」への転換が評価．

財源の裏付けがない「バラマキ」と、現実路線から乖離した安全保障政策が足を引つ張る。

lnsight : 国民民主党（7．65）は比較的高いが、野党共闘の中で埋没するリスクがある．



将来世代へのツケ：「無償化」スローガンの欺瞞
教育無償化・給食無償化（立憲・維新・共産）

・方向性は正しいが、維新のような「身を切る改
革（定数削減・報酬カット）」や「行財政改革」
という痛みを伴う財源捻出論が、他党には欠落
している。

・立憲・共産は「国債」や「基金の取り崩し」な
ど、持続不可能な財源に依存。

社会保障（高齢者医療）

町 一 般社団法人 日水 みら い研
6e0P0  搬 忙 intelligenk:e R po

・高市政権十維新は「高齢者窓口負担の見直し」
「金融所得保険料亅 など、タブーに切り込む姿勢Ｏ
・野党（特に中道・左派）は「負担増」を回避し、
現役世代への負担転嫁（社会保険料増）を黙認
する構造となっている。



政治力学：「国民会議」
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よる野党の無力化

高度なコ・オプション(抱き込み)戦略：
高市総理は｢ 給付付き税額控除｣ など、野党(国民民主・立憲)の主要政策を｢国民会議｣の議題として吸い上
げた。これにより、野党は｢ 対案｣を失い、議論のテーブルに着かざるを得ない状況に追い込まれている。

野党のジレンマ：協力すれば「自民党の手柄」
Resｕlt : 有効な対立軸を作れず、「裏金」や
に終始せざるを得ない。

、反対すれば「抵抗勢力」。
「人格攻撃（早苗のわがまま解散）」といった非本質的な批判

野党の政策
(給付付き税額控除等) 目ｉ=童目

(NationaI Conference)
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政 府 ・与 党 の
政 策 と して 実 現

(Realized ａs Gov Policy:
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結論：野党は「国難」
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戦略的自律と成長
strateglC Autonomy & Growth)
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・経 済 ：

・安保 ：

・構 造 ：

耐えうる選択肢となり得るか

財政破綻と孤立
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Fｉｎａｌ ssment
「消費税廃止」等のポピュリスムは、金利上昇局面
の日本において致命的な財政破綻リスクである。
「力の支配」が強まる国際情勢下で、日米同盟を
軽視する外交は国家存立の危機を招く。
「シルバー民主主義」への回帰は、現役世代の希
望を奪う。
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今必要なのは、耳触りの良い「分配」の話ではなく、
痛みを伴っても国力を底上げする「成長と改革」のリアリズムである。
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